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病院保健所連携会議および院内DOTの 有用性の検討
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要旨:〔 目的〕結核対策には医療側と行政 との連携が重要である。われわれは治療支援のために,院

内DOTな らびに保健所 との連携会議を行ってきた。結核患者の治療成績を,連 携会議による継続支

援および院内DOTが 改善させたか否かを検討 した。〔対象)2002年7月1日 から2003年6月30日 の

新規入院患者477例 。〔方法〕以下のように成功率 ・中断率を検討した。①連携会議の対象か否か,②

会議で支援が必要と判断された(要 支援)か 否か,③ 院内DOTを 行ったか否か,④ 初回治療か否か｡

①,② は患者背景の検討も行った。 また,⑤ 中断例の具体的検討を行った。〔結果〕治癒300例(62.9

%),完 了90例(18.9%),失 敗5例(1.0%),中 断6例(1.3%),転 出6例(1.3%),死 亡70例(14.7%)で,

治癒と完了を合わせた成功率は81。8%。連携会議対象者で成功率が高 く,要 支援,院 内DOT有,初

回治療はそれぞれ成功率 ・中断率に影響 しなかった。要支援群には有意に重症例が多かったが中断例

はなかった。外来治療中断は退院2カ 月後か ら起きていた。〔考察〕今までの調査と比べ成功率が高く,

中断率が低かった。会議非対象例の成績には高い死亡率が影響 した。他の3要 因では成功率 ・中断率

に差を認めず,会 議開催に伴 う全体効果 として成績が向上 した ものと思われた。〔結論〕地域保健所

との連携会議開催は治療成功率を上げ,中 断率を下げるために有用であると思われた。
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は じ め に

WHOで は結核患者の70%を 発見 し,発 見された患者

の85%を 治癒させることを目標 として,DOTSに カを注

いで きた1)2}｡わが国で も平成15年2月 「結核患者に対

するDOTSの 推進 について」が厚生労働省から通知 さ

れ,院 内DOTを 前提 とした退院後の治療完遂のための

服薬支援体制が示された3)｡こ うした取 り組みの中,本

邦でも院内DOTの 有用性が示され4),ま た,各 地でコホ

ー トミーティングや地域医療機関 ・保健所 ・福祉の連携

も報告されてきた5)6)｡当院では,2000年ll月 よ り院内

DOTを 導入 し看護師を中心として服薬支援を行ってい

る｡さ らに,2002年9月 より保健所と協力 し,「東京病

院保健所連携会議」を月に1度 開催 してきた｡今 回われ
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われは,保 健所 との連携会議 ならびに院内DOTに よる

治療継続支援により,治 療成功率 ・中断率に差が出るか

否かを検討した｡

当院における結核患者治療支援

東京病院保健所連携会議は,患 者の治療継続支援と情

報の共有を目的として,医 師,看 護師,ケ ースワーカー,

保健所の結核担当者により毎月1回 定期的に開催 されて

いる｡入 院患者についてすべての保健所が参加している

わけではな く,入 院患者 数お よび地理的な事情か ら

2004年6月 現在,都 内15(足 立,池 袋,板 橋区,北 区,

新宿区,杉 並,墨 田区,台 東,千 代田,練 馬区,文 京,

多摩小平,多 摩立Jll,多摩府中,南 多摩),埼 玉県下4(朝

霞,川越市,狭 山,所沢)保 健所が参加 している｡医 師は,
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前々月における管轄保健所すべての結核入院患者につい

て胸部X線 病型,菌 所見,治 療内容などの医学情報 を

報告する｡病 棟看護師は治療支援の必要な患者(要 支援

例)を 決め,そ の個人票 を作 り情報を提供する｡外 来看

護師は治療中の患者の通院状況を報告する｡ケ ースワー

カーは情報 を補う｡保 健所か らは入院患者情報の補足と

退院後の状況が報告される｡こ の会議で必要な支援方法

が個別に検討され,要 支援例が追加されることもある｡

当院の院内DOTは,前 向きの治療 コホー トの検討と

いう観点から4病 棟のうち2病 棟で実施とし,残 り2病

棟 で非実施とした｡DOT実 施病棟では治療開始後少な

くとも1カ 月間は看護師がDOTを 行 う｡一 方,非 実施

病棟では看護師が毎 日空薬袋を点検 し服薬確認を行う｡

また,パ ンフレットを使った患者教育をすべての結核病

棟で全例に施行する｡中 断予防策として予約 日に来院の

ない場合に,外 来看護師が電話をかけ受診を促す｡特 に

要支援患者については来院日に毎回面接を行っている｡

さらに必要に応 じて,保 健所に連絡をとることにしてい

る｡

対象と方法

〔対象〕

2002年7月l日 より2003年6月30日 まで国立療養所

東京病院(現:独 立行政法人国立病院機構東京病院)に

入院 し,結 核病棟で治療が開始された薪規入院患者477

例を対象とした｡喀 疲培養で結核菌が証明されたもの以

外 に,喀 疾PCR陽 性,胃 液や気管支洗浄液での培養陽

性 またはPCR陽 性,胸 水ADA高 値,画 像のみないしは

臨床所見で結核 と診断された例も含めた｡治 療は,2カ

月以上ピラジナ ミド(以 下PZA)を 含む治療を行えた群

(以下PZA有 群)と 行えなかった群(以 下PZA無 群)に

分けた｡治 療終了は主治医判断に従ったが,不 明なとき

は初回治療ではPZA有 群 は6カ 月,PZA無 群は9カ 月

以上内服 を確認できた症例 とし,再 治療では12カ 月以

上内服を確認で きたものとした｡初 回治療388例(81｡3

%),再 治療68例(14.3%),継 続治療21例(4.4%)で あっ

た｡治 療コホー トは治癒,完 了,失 敗,中 断,転 出,死

亡に分類 した｡治 癒 とは治療終了時に培養陰性が確認で

きたものとした｡完 了とは治療終了が確認できたが治療

終了時の菌の情報のないものとした｡失 敗とは治療開始

から5カ 月後,ま たはそれ以降での治療中に培養陽性を

認めたものとした｡中 断とは自己退院を含め,退 院後2

カ月以上受診 しないものとした｡治 癒と完了を合わせた

ものを成功 とした｡当 院のみでは治療終了が確認で きな

い転院例(37保 健所72名)に ついては,管 轄保健所に質

問表を郵送 し治療状況の回答を得るか,転 院先病院に直

接問い合わせを行った｡転 出とは,こ の追跡で も治療に
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Fig.StudyGroup

関する情報が不明の場合または帰国の場合とした｡死 亡

とは,原 因が結核,非 結核を間わず死亡とした｡

〔方法〕

対象を連携会議の有無により会議群306例 と非会議群

171例 に分 けた｡さ らに会議群を要支援群106例 と非要

支援群200例 に区別 した(Fig.)｡ま た,DOTの 有無によ

りDOT実 施群295例 と非実施群182例 に分けた｡そ して

①会議群か否か｡② 要支援群か否か,③DOT群 か否か,

④初回治療か否か,に より成功率および中断率が改善す

るか どうかを検討 した｡ま た,①,② については患者背

景因子についての比較を行った｡さ らに,⑤ 中断例の具

体的な検討を行った｡

会議群 とは,支 援会議に参加 している保健所地域か ら

の患者を指 し,非 会議群 とは,そ れ以外の地域から来た

患者を指す｡要 支援群 とは,支 援会議での個別検討の結

果,中 断の可能性が高いと思われる者(住 所不定者,ア

ルコール依存症患者,治 療中断歴あ りなど),退 院後の

治療継続支援が必要 と思われる者(介 護を要する在宅高

齢者,独 居高齢者,糖 尿病などの合併症あ りなど)を 指

し,非要支援群とは,そ れ以外の群 を指す｡DOT群 とは,

DOT実 施病棟に入院したか,非 実施病棟で も医師の判

断でDOTを 行った群を指 し,DOT非 実施群 とは,そ れ

以外の群を指す｡青 景因子は,性 別,喀 疾の塗抹および

培養成績,胸 部X線 所見(空 洞の有無と病変の拡が り),

血清 アルブ ミン値,治 療PZA有 無,職 業で行 った｡比

率の差の検定にはZ2検 定 を用 い.P<0.05を 有意 とし

た｡

結 果

全体(N:477)の 治 療 結 果 は,治 癒300例(62.9%),

完 了90例(18.9%),失 敗5例(l.0%),中 断6例(1.3%),

転 出6例(1.3%),死 亡70例(14!ア%)で,成 功 率 は81.8

%で あ った｡

(1)会 議群 ・非会議群 における患者背景 因子,成 功率 ・
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TablelCharacteristicsofthepatientsonwhomconferencesab0utthenecessityof

supportafterdischargewereheld〔Conference(十)]andnotheld[Conference(一)]

Conference(十)

N=306(100.0)

Conference(一)

N=171(100.0) P

Gender(MIF)

Newcases

Reなeatmentcases

Continuouscases

Age(yearold)

≦65

≧80

Sputum-smearpositive

Sputum-culturepositive

X-rayextentionfaradvanced

Cavitarylesion

SerumAlb≦3(g/dl)

ChemotherapyincludingPZA

Occupation

Ful1-timeemployment

Casualemploymen重

Self-employment

Househ01dw0rk

Students

Disemployment

Unknown

226/80

252

42

12

184

45

200

248

59

164

87

174

82

23

35

14

8

l28

16

(82.4)

(13.7)

(3.9)

(60.1)

(14.7)

(65.4)

(81.0)

(19.3)

(53.6)

(28.4)

(56.9)

(26.8)

(75)

(ll｡4)

(4.6)

(2.6)

(4L8)

(5,2)

118/53

136

26

9

(79,5)

(15,2)

(5.3)

103(60.2)

36(21.1)

93(54.4)

137(80.1)

39(22・8)

86(50.3)

55(32.2)

82(48.0)

41(24.0)

11(6.4)

12(7.0)

14(8.2)

3(■8)

57(33.3)

33(19.3)

0.258

0.449

0、658

0.494

0.982

0.077

0.018

0.805

0.361

0.489

0.393

0.062

0500

0.659

0.121

0.108

0.549

0.068

<0.OOl

Newcases:treatmenthadneverbeentakeれbefbre,andwasstartednewly

Retreatmentcases:trea轍enthadbeentakenbefbre,andwastakenagain.

Conti捻uouscases:treatmenthadbeencontinued,andwastaken.

Xイayextentlo勲faradvance(董:pu1艶ona】 ツinfiltrationS盈orethanaIung

ChemαherapylncludingPZA:intemalusecouldbedoneformorethantwomonthsPZA

Table20utc0mesoftreatmentintheConferenceandthenon-Conferencegroups

Conference(十) Conference(一) p

Cured

Completed

Failed

Defaulted

Transferout

Death

Total

20o

59

2

4

3

38

(65,4)

(19.3)

(0.7)

(1.3)

(l.0)

(12.4)

306(lOO.0)

100

31

3

2

3

32

(58.5)

(18.l)

(i.8)

(1.2)

(1.8)

(18.7)

171(100.0)

0.136

0.758

0.258

0.897

0.467

0.063

中断 率 の検討

会 議群(N=306)と 非 会議群(N=171)の 比 較 で は,

喀 疲 の塗抹 を除 き,培 養成績 病変 の拡 が りお よび空洞

の有 無,血 清 アルブ ミン値,治 療PZA有 無 の いずれ の

因子 につ いて も,両 者 間に有意差 は認め られなかった｡

この2群 はも とも と管轄保健所別 に分け られてお り,ほ

ぼ均 一 な患 者背景 で ある こ とが確認 され た(Tablel)｡

結 果 は,会 議群で治癒200例(65.4%),完 了59例(19.3%)

で 成 功259例(84.7%),非 会 議i群で治癒100例(585%),

完 了31例(18.1%)で 成 功l3l例(76.6%)で あ った｡中

断 は,会 議群4例(1.3%),非 会 議群2例(l.2%)で あ っ

た｡会 議 群で成功率が 有意 に高か った(P==O.03)｡中 断

率 に有意差 は認 めなか った(Table2)｡

(2)要 支 援群 ・非要 支援群 における患者背景 因子,成

功率 ・中断率 の検 討

要 支援群(N=106)と 非 要支援群(N=200)の 比 較 で

は,性 別,継 続 治療群,臨 床像 につ いて有意差が認 め ら

れた｡す なわち要 支援 群において,男 性,継 続治療,培

養陽性,拡 が り3,血 清 アル ブ ミン値3g/dl以 下 の者が

多 く,治 療PZA有 が 少 なか った｡ま た,要 支援 群 に80

歳 以上 の高齢者,塗 抹 陽性 が多 い傾 向が み られた｡職 業

では,常 用勤務者,自 営業 者,家 事従事者が非要 支援 群

に多 く,臨 時雇用者,無 職者 が要 支援群 に多かった(Tab豆e

3)｡結 果 は,要 支援 群 で は治癒61例(57.5%),完 了24

例(22.6%)で 成 功85例(80.2e/e),非 要 支 援群 で は,治

癒139例(695%),完 了35例(17.5%)で 成功174例(87.0%)
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Tab垂e3CharacteriStics0fthepatientSintheConferencegroupWhoWereassumedtoneed

supPort[SupPort(十)]0rnottoneedsupPor【[SupP0rt(一)]afterdischarge

Support(十)

N:106(100.O)

Support(一)

Nニ200(100.0)
P

Gender(MIF)

Newcases

Retreatmentcases

Continuouscases

Age(yearold)

≦65

≧80

Spu加m-smearpoSitive

Spu加m-culturep0Sitive

Xイayextentionfaradvanced

Cavitarylesion

SemmAlb≦3(gldの

ChemotherapyincludingPZA

Occupation

Ful1-timeemployment

Casualempl0yment

Self-employment

HouseholdWork

Students

Disemployment

Unknown

86/20

83

l5

8

l

l

7

4

3

4

5

1

6

2

7

9

3

6

4

5

門小

ハ」

小0

1

1

4

4

引-

噸1

10

(78.3)

(14.2)

(7.5)

(57.5)

(19.8)

(72.6)

(88.7)

(3L1)

(60.4)

(42.5)

(48.1)

(16.0)

(12.3)

(5.7)

(0.9)

(0.9)

(60.4)

(3.8)

140/60

169

27

4

123

24

123

154

27

100

42

123

《
J

AU

Q
ノ

《」

月小

4
・

《∠

∠0

ー
ム

う
幽

-
漉

小0

望孟

(84.5)

(135)

(2.0)

(615)

(12.0)

(61.5)

(77.0)

(13.5)

(50.0)

(21,0)

(6l.5)

(325)

(5.0)

(l45)

(65)

(3.5)

(32.0)

(6.0)

0.035

0.l77

0.875

0.018

0502

0.067

0.052

0.013

<0.001

0.084

<0.00l

O.025

0.002

0.022

0.021

0.027

0.l83

<0.OO1

0.406

Table40utc0meSoftreatmentintheSu.pportandthenon-Supportgroups

Support(十) Support(一) P

Cured

Completed

Failed

Defaulted

Transferout

Death

Total

《1

4

{1

0

3

珂
小

小0

(∠

-
鳳

lO6

(575)

(22.6)

(0.9)

(O.O)

(2.8)

(16.0)

(100.0)

139

35

1

4

0

21

200

(69.5)

(17.5)

(0.5)

(2.0)

(0.0)

(10.5)

(100.0)

0.037

0.279

0.647

0.143

0,017

0.163

で あ った｡成 功率 に有 意差 は認め られ なか った｡中 断は,

要 支援群 では中断例 なし,非 要 支援群4例(2.0%)で あ っ

た(Table4)｡

(3)院 内DOT実 施 の有 無別 に見た成功 率 ・中断率 の

比較

院 内DOT実 施 群(N・295)と 非 実 施 群(N・l82)の

比 較 では,院 内DOT実 施群 で,治 癒l95例(66.1%),完

了49例(16.6%)で 成 功244例(82.7%),非 実 施群で 治癒

105例(57.7%),完 了41例(22.5%)で 成 功146例(80.2%)

で あ った｡中 断は,院 内DOT実 施 群 で4例(l,4%),非

実 施群 では2例(1.l%)で あ つた｡成 功率,中 断率共 に

有 意差 を認 めなかった(Table5)｡

(4)初 回 治療 と再.継 続治療 にお ける成功率 ・中断率

の比較

初 回治療群(Nニ388)で は,治 癒253例(65.2%),完

了69例(17.8%)で 成 功322例(83.0%)で あ つ た｡再 ・

継続治療群(N=89)で は,治 癒47例(52.8%),完 了2l

例(23.6%)で 成功68例(76.4%)で あった｡中 断例は初

回治療群で5例(1.3%),再 ・継続治療群でl例(■l%)

であった｡成 功率,中 断率 ともに有意差を認めなかっ

た｡失 敗例は再 ・継続治療群のみで5例 あったが,全 例

が継続治療で,か つ入院前か ら排菌が続いていた例 で

あった｡ま た,こ の うち4例 は多i剤耐性結核であった

(Table6)｡な お,初 回治療のうち塗抹陽性例は242例 で

あ り,治 癒156例 と完了46例 で,成 功202例(83.5%),

中断は2例(0.8%),失 敗は認めなかった｡

(5)中 断例の具体的検討

中断は会議群4例,非 会議群2例 に認めた｡会 議群4

例は全例非要支援例であり,非 会議群の2例 は自己退院

例であった｡彼 らは30代 か ら60代 の全員男性で,DOT

有が4例,職 業では常用勤務者,臨 時雇用者,自 営者そ

れぞれl例,無 職者2例,不 明l例 であつた｡会 議対象
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TablesTreatmentoutcomesofthegroups(treatmentingroups)inwhichDOT

duringhospitalizationwasdone[DOT(十)]ornotdone【DOT(一)1

DOT(十) DOT(一) P

Cured

Completed

Failed

Defaulted

Transferout

Death

T0tal

l95

49

5

4

3

39

295

(66.1)

(16.6)

(1.7)

(■4)

(玉.o)

(l3.2)

(100.0)

105

41

0

2

3

31

182

(57.7)

(225)

(0.0)

(1.1)

(1.6)

(17.0)

(100.0)

0.065

0.109

0.078

0.807

0548

0.253

Table6Comparisonoftreatmentoutcomesbetweenthenewlyresistered

tuberculosiscasesandtheretreatedorthecontinuouslytreatedones

NeWcases
Retreatment十C0ntinuouS

cases
P

Cured

Completed

Failed

Defauked

Transferout

Death

Tota1

253

69

0

5

4

57

388

(65.2)

(l7.8)

(0.0)

(l.3)

(l.0)

(14.7)

(100.0)

7

1

5

1

2

3

4

(∠

盤亘

89

(52.8)

(23｡6)

(5.6)

(1.1)

(2.2)

(14.6)

(100.0)

0.029

0.207

<0.001

0.900

0.354

0.984

者であったにもかかわ らず,非 要支援と判定された4例

では,3例 が妻子 との同居,1例 が単身世帯であった｡

糖尿病合併3例,ア ルコール性肝障害2例,抗 結核薬に

よる副作用1例 であった｡

〔症例1〕43歳 の自営配管工｡病 型はbU3,喀 疾塗抹・

培養共に陽性で抗結核薬すべて感性であった｡イ ソニア

ジ ド(以 下INH),リ ファンピシン(以 下RFP),エ タン

ブ トール(以 下EB),PZAで 治療開始 したが翌日全身皮

疹が出現 した｡ま たEBで パ ッチテス ト陽性 のため,

RFP,INH,レ ボフロキサシン(以 下LVFX),ス トレプ

トマイシン(以 下SM)に 治療変更された｡入 院2カ 月

後に菌陰性化 し退院となるが,退 院2カ 月後を最後に受

診 しなくなり,外 来看護師や保健所 より働 きかけを行っ

たが 中断となった｡入 院中倦怠感を伴 う肝障害が出現

し,こ れを機に服薬に対する不安を訴えていた｡

〔症例2〕6l歳 の無職｡糖 尿病を合併し,こ の例のみ再

治療である｡病 型b皿3で 喀疲塗抹 ・培養共に陽性,抗

結核薬はすべて感性であつた｡INH,RFP,EBで 治療開

始され入院5カ 月後に菌陰性化 したが飲酒を機に退院と

なった｡退 院より2カ 月後に黄疸のため再入院とな り

INH,RFP,EBで 治療再開され退院 した｡し かし退院2

カ月後 より中断となった｡

〔症例3〕38歳 の無職｡病 型rll2で 喀疲塗抹 ・培養共

に陰性,糖 尿病合併であった｡INH,RFP,EBで 治療開

始され4カ 月で退院したが,そ の2カ 月後に受診しなく

なった｡外 来での働 きかけにより通院再開するが最終的

に中断となった｡

〔症例4〕50歳 の会社員｡糖 尿病とC型 肝炎,ア ルコー

ル性肝障害を合併 している｡病 型は1-Plで喀疲塗抹.培

養共に陰性であった｡INH,RFP,EBで 治療開始 され副

作用なく,C型 肝炎の合併症のため消化器科からの退院

となったが,退 院2カ 月後より中断となった｡退 院時に

治療動機付けの確認が十分でなかったと考えられた｡

後か ら検討すると症例2と4は 要支援 と考えられる

が,入 院後1～2カ 月の判断では支援不要とされたもの

である｡

考 察

1951年 の結核予防法の制定から半世紀以上が過ぎ,

1951年 には人口10万 人当た り約700で あったわが国の

結核罹患率 は,2003年 には24.8ま で減少 し,結 核およ

び結核対策 も大きく変わってきている3)｡罹 患率の地域

間格差,罹 患者の特性の変化,基 礎疾患合併患者の増加,

健康管理に恵まれない人や社会的弱者への偏在などが挙

げられ,対 策上の拠点としての保健所の役割,と りわけ

患者支援についての重要性が指摘 されてきた?)｡

今回の調査 と,従 来の報告 との検討を行ったところ,

平成12年 度結核緊急実態調査報告書8、では「治癒」+「治

療完了1:5,096例,「 治療中断」:876例,「 治療失敗」+

「失敗疑い」:68例,「 結核死」+「非結核死」+「 原因不
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明死」:711例,「 その他不明」を含めた総数は7,219例

で,成 功率70.6%,中 断率12.1%と 計算 され る｡ま た,

山下 らの調査9)では,喀 疾i塗抹陽性初回のみで,「 治療

成功」+「治療完了1:24,183例,f治 療失敗」:1,481例,

「脱落 ・中断」1,071例,「 死亡」3,172例 とな り,総 数

29,907例 か ら成功率は80.9%,中 断率は3.6%と 計算され

る｡今 回の結果と実態調査の数字を比べると,成 功率は

それぞれ81｡8%vs70.6%,中 断率は1.3%vs12,1%と なっ

た｡ま た,結 果(4)で 述べた初回塗抹陽性例の成績と

山下 の成績 を比べ ると,成 功率 はそれぞ れ835%vs

80.9%,中 断率は0.8%vs3.6%と なった｡い ずれの検討

においても,今 回の結果において,よ り成功率が高 く中

断率が低かった｡住 所不定者,臨 時雇用者で中断率が高

い8)こと,低栄養で死亡率が高いle}ことがいわれている｡

われわれが 「要支援」とした患者群 も,無 職者や臨時雇

用者,重 症者が多 く,中 断率が高いことが予想されたた

め,会 議を通 じて必要な援助 を行ってきた｡連 携会議を

はじめとする数々の服薬支援の介入が成功率を高め中断

率を低下させたものと思われた｡ま た,DOTSが 広 く実

施 されるようになった2003年 の全国政令都市での標準

治療 コホー ト成績では,札 幌市,川 崎市,名 古屋市,大

阪市,神 戸市の各保健所が不明0で あり,中 断脱落率は

それぞれ,0.0%,5.1%,5.3%,4.5%,2.4%で あったH)｡

また院外薬局と連携 して問激DOTSを 実施 した和田らの

治療脱落率は2.2%で あった12)｡これらの成績 と比べて,

われわれの初回治療中断率13%は 遜色ない ものと思わ

れた｡

会議 ・非会議で成功率に差が出たが,こ れは非会議の

死亡例による影響が大であると考えられ,こ の群での死

亡は18.7%と より高率であった｡死 亡例を除 くと,合 計

が会議群268例,非 会議群139例 となり成功率に有意差

は認められなかった(P=O.252)｡

要支援 ・非要支援の有無で成功率 ・中断率に有意差を

認めなった｡し かし,要 支援群には中断の可能性が高い

と思われる者,治 療継続支援が必要と判断 したものを選

択 したことを考えると,成 功率 ・中断率に有意差を認め

なかったことは,支 援会議における支援の有用性を示 し

たものと考える｡一 方,われわれは要支援者だけでな く,

当院に通院するすべての患者に対 し,未 受診時の外来看

護師による電話かけや,保 健所への支援要請を行ってき

た｡こ のため,「 要支援ま患者のみならず,全 群に中断

防止の総合的効果が影響を及ぼし,群 間での成功率 一中

断率の違いが出なかったと考えられた｡

中断については非要支援群で4例(2.0%)を 認めたが,

要支援群ではこれを認めていない｡中 断防止については

支援の効果が大であると思われた｡医 療機関と行政が連

携を行い,治 療中断の可能性が高い患=者に対 して積極的

な支援を行うことが,成 功率を上げ中断率を下げるうえ

で重要であると指摘されている13)'"15>｡また,4例 の受診

中断は退院2カ 月後から起 きてお り,退 院後初の外来対

応が中断防止に役立つかもしれない｡

院内DOT有 無による成功率 ・中断率に差は認め られ

なかった｡日 本版DOTS戦 略の中で院内DOTが 前提 と

され3),実 際に豊田らは院内DOTの 有用性を明らかにし

た4)｡Volminkら も,DOTの 評価 において対面服薬のみ

が重要なのではなく,地 域における医療者と患者の密接

なかかわりが重要と述べている16)｡当 院では,全 例に結

核 に対する教育を行い,院 内DOTを 採用 していない病

棟でも毎 日空薬袋の確認を行 うなどの服薬支援を行って

いる｡そ のため,院 内DOT有 無での成功率,中 断率 に

有意差は認め られなかったと思われる｡

新規入院患者477例 のうち転出が6例(L3%)で あっ

た｡結 核診療において病院と保健所間での患者情報,治

療経過情報の共有は今後 ます ます重要になると思われ

る｡個 人情報は保護 されたうえで,入 院か ら治療開始,

終了確認 経過分析 までを一連のものとする体制の支

援 ・充実が望まれる韮7)董8)｡

結 論

2002年7月1日 より2003年6月30日 の間で,東 京病

院結核病棟への新規入院患者を対象に,以 下の項目で治

療成功率 ・中断率の検討を行った｡① 保健所連携会議に

よる会議群か否か,② 会議群申の要支援群か否か,③ 院

内DOT実 施か否か,④ 初回治療群か否か｡さ らに①,

②については患者背景因子の比較を行った｡ま た,⑤ 中

断例 の具体 的検 討 を行 っ た｡全 体 の治療 成功率 は

81｡8%,中 断率は13%で あった｡中 断は自己退院2例 を

含む6例 であった｡要 支援群は申断可能性が高いと思わ

れる患者が多 く含まれていたが,外 来治療中に中断を認

めず,逆 に非要支援群に4例 の中断を認めた｡今 回の調

査では院内DOTと 治療成績の関連は認められなかった｡

病院全体で取 り組む保健所連携会議の開催と,地 域保健

所との連携は成功率を上げ,中 断率を下げるために有用

であると思われた｡
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USEFULNESS OF SUPPORT DURING TREATMENT BY ALIGNMENT WITH 

     HEALTH CENTERS AND DOT DURING  HOSPITALIZATION 

 2Keiichi  HOSH11•10,  'Kazuko MACHIDA,  'Yoshiko KAWABE,  'Maki MIYAMOTO, 
 'Hiromichi HARA,  Vakana SAITOU,  IMichihiro  HIRAMA,  1Junko  SUZUKI, 
 1Kimihiko MASUDA,  'Moto° BABA,  'Atsuhisa TAMURA, 'Hideaki NAGAI, 
 'Naohiro NAGAYAMA,  'Shinobu AKAGAWA,  'Atsuyuki  KURASHIMA, 

                        and  'Hideaki YOTSUMOTO

Abstract [Objectives] To evaluate the effectiveness of 

patient support by alignment with public health centers and 
DOT during hospitalization, on treatment completion of tuber-

culosis patients. 

 [Subjects] Four hundred seventy-seven patients (male 
344, female 133) newly admitted from July 1, 2002 to June 

30, 2003 to our hospital were enrolled in the study. 

 [Method] The patients were divided into two groups : one 
comprised of the patients who were discussed in the confer-

ence held by the hospital staffs and the regional public health 
center staffs about the necessity of support for continuing 

treatment regularly after discharge from our hospital (Confer-

ence  ( + )  group  ;  N  =  306), and the other who were not dis-

cussed in the conference (Conference (— ) group ;  N=171). 

The Conference (  +) group was further divided into two 

groups : One comprised of the patients who were regarded to 
need support after discharge (Support (+) group ;  N=106), 

and the other no need of support after discharge (Support  (—) 

 group  ;  N=200). The patients' characteristics and backgrounds 
were compared between the Conference (+ ) and the Confer-

ence  (—  ) groups, and between the Support  (+) and the Sup-

port  (  —  ) groups. The rate of treatment completion and of 
default were compared between the Conference ( + ) and the 

Conference  ( —) group, and between the Support  (  +  ) and the 
Support  ( ) group. They were also compared between the 

patients with and without DOT for a month during hospital-
ization, and between the patients who were treated for the first 

time (new case) and those who had been treated previously 

(retreated case) or who had been treated when they  were  ad-
mitted to our hospital and continued treatment after admission 

(continuous cases). 

 [Results] There is no significant differences in patients' 
characteristics and backgrounds between the Conference  (  +  ) 

and Conference ( — ) groups, but the ratios of male, sputum-

culture positivity, far advanced lesions on chest X-ray, hypo-

albuminemia, and disemployment were higher in Support  (  +  ) 

group than in Support  ( ) group. The overall  (N=477) treat-
ment outcomes were as follows: cured (defined by sputum-

culture negativity at completion of chemotherapy) 300 (62.9

 %  ), completed (defined by no sputum data at completion of 

chemotherapy) 90  (18.9%), failed 5  (1.0%), defaulted 6 (1.3 

 %  ), transfer out 6  (1.3%) and death 70  (14.7%). Therefore, 

the ratio of treatment success (defined by cured  +  completed) 

was 390/477  (81.8%). Because of more died cases in Confer-

ence (—) groups, treatment success rate was significantly 

higher in the Conference ( + ) groups than in the Conference 

 ( — ) groups. There were no significant differences in the rate 
of treatment success and of default between the Support  ) 

and the Support ( —) groups, but no defaulter case was seen in 
the Support ( + ) group. There were no differences in the rate 

of treatment success and of default between the groups with 

and without DOT for a month during hospitalization. There 
were no differences in the rate of treatment success and of de-

fault between the groups with the retreated and continuously 

treated cases and the new cases. 

  [Considerations] Treatment success rate was excellent in 
our study. DOT for a month during hospitalization  didn't 

affect the improvement of treatment success after discharge, 

partly because the education on tuberculosis treatment was 
sufficiently done for most patients during hospitalization and 

a nurse made a telephone call to the patient who didn't attend 

the outpatient department of the hospital. 

 [Conclusions] To hold conference with regional public 
health center is effective for completion of tuberculosis treat-

ment. 

Key words : Tuberculosis, Patients support, Alignment with 

health centers, DOT, Outcome of treatment 
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結核の入院と退院の基準に関する見解

平成17年1月

日本結核病学会治療 ・予防 ・社会保険合同委員会

化学療法の進歩 とその効果の認識の深まりによって,

感染性結核患者の隔離を目的とした入院治療については

世界的に考え方が大 きく改められている1}～5)｡一方,医

学的に治療困難な結核患者や治療を規珊的に継続するこ

とが困難な患者が増加 し,全 般的に治療成績が悪化 しつ

つあることが憂慮 されている｡さ らに近年病院での患者

間の結核感染伝播の発生が明 らかにな り6),結核の感染

防止の考え方に深刻な影響 を与えた｡こ れらを考慮する

と,結 核の入院治療について従来の基準を適用すること

は合理的でな くな りつつある｡そ こで日本結核病学会で

は関連委員会が合同で協議 し,今 後の結核患者の入院お

よび外来治療の実施に関 して以下のような基準 を作成

し,そ の基礎になる考え方を明らかにした｡な お,こ の

ような基準や考えは,患 者および患者の周囲の人々への

利益を第一に考慮 したものであ り,医 療機関等に対して

は従来に比 してかなりの負担の増加になるものであ り,

それに対する医療経済上の配慮が行われなければその円

滑な実施は困難であ り,ひ いては結核医療の荒廃 を招 く

おそれがあることに関係方面の配慮を促 したい｡

1.入 院の基準

結核のため患者を結核病床に入院させることが必要な

のは次の3つ の条件の少なくとも1つ を満たす場合であ

る｡

L結 核 としての感染性が高い状態

2.現 時点での感染性は特に高くはないが,入 院治療で

なければ,近 い将来感染性,と くに薬剤耐性結核とな

る可能性が高い場合

3.結 核治療のための適切かつ確実な医療提供が外来で

は困難な場合

上記1,お よび2に ついては結核予防法29条 の対象

とする｡将 来的にはこの命令は強制力を持ったものにす

ることも検討すべ きである｡

〔注〕

1.「 感染性が高い状態」とは,肺 結核 または喉頭,気 管支結

核で概ね最近2週 間以内に喀疫抗酸菌塗抹陽性の所見が1回 以

上得られた者であつて,か つその生活環境,行 動から他者に結

核を感染させるおそれが高い場合である｡

2.「 現 時点での感染性 は特に高 くはないが,入 院治療でな

ければ,近 い将来感染性,と くに薬剤耐性結核となる可能性が

高い場合」とは,喀 疲抗酸菌塗抹陽性ではないが,そ の他の方

法で排菌が証明され,かつ次のいずれかに該当する場合を指す｡

①外来治療中の再排菌

②以前の治療で薬剤耐性があった者,も しくは不規則服薬や

中断があった者からの再発

③多剤耐性結核患者から感染を受けた可能性の大きい者の発

病

④外来治療で服薬の継続性が確保できない者

⑤呼吸器症状の特に強い者

⑥抗結核薬による重大な副作用のある者

ここで菌所見は概ね最近2カ 月以内のものを意味する｡複 数

回の所見があり,判定が一致しない場合は陽性所見を優先する｡

3、 「結核治療のための適切かつ確実な医療提供が外来では

困難な場合」とは,上 記1,2の いずれにも該当せず,結 核の

病状から入院が必要または結核の治療経過に影響を与える基礎

疾患,合 併症があって外来における治療が困難な場合であ り,

た とえば,肺 外結核で外科的治療を要する場合,全 身症状が重

篤な場合,結 核以外の病気に対する入院治療が必要な場合(糖

尿病のコントロール,抗 結核薬の副作用への対応,精 神疾患治

療など)な どを含む｡

喀疾以外の検体での結核菌陽性の場合,あ るいは肺結核で

あっても喀疾抗酸菌塗抹連続3回 陰性の場合には,一 般病床で

の治療 も可能である｡た だし他への感染の可能性については個

室管理も含めて十分な注意を払 うことが必要である｡

ll.退 院の基準および外来治療

結核患=者を入院から外来に移すのは以下の2つ の条

件がともに満たされた場合とする｡

1.感 染性が消失したと考えられる

2,退 院後の治療の継続性が確保できる

いずれにせよ,適 切な治療が確実に実施されているこ

とが,結 核の治癒にとってのみならず,他 者への感染を

考える上でも最も重要である｡治療が必要とされる期間,

それぞれの患者 にDOTSの 考えに基づ く適切 な治療支

援7♪が実施 されるべ きである｡
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〔注〕

1.「感染性が消失したと考えられる」場合とは,薬 剤感受性

を考慮した適切な治療が行われ,か つ喀疲抗酸菌検査で塗抹陰

性化,ま たは菌量の減少と自覚症状(発 熱,咳)の ほぼ消失,

または喀疾培養陰性化,ま たはその他の検査所見の改善,を 目

安とした総合的な評価による｡上 記の治療の有効性を判断する

ためには,患 者の病態により2週 間から2カ 月程度を要する｡

薬剤感受性を考慮した適切な治療であると判断するには,薬 剤

感受性検査で使用薬剤に耐性がないことが確認される必要があ

るが,確 認は退院後でもよい｡

退院後の生活の場が,病 院,施 設など集団生活である場合,

また新たに乳幼児,免 疫不全状態の者と同居する場合には,2

週間に1回 以上の喀疾抗酸菌塗抹検査で連続2回 陰性,ま たは

培養連続2回 陰性であることを確認することが望ましい｡こ れ

は,職 場等で乳幼児,免 疫不全状態の者と接触する機会が多い

場合の復職の基準となる｡

多剤耐性結核の場合には,治 療効果を判断するために培養検

査における菌陰性化の確認を必要とする｡目 安としては,8週

(液体培地を利用した場合は6週)培 養2回 陰性,検 査の頻度

は2週 間に1回 以上とする｡

2.r退 院後の治療の継続性が確保できる」場合とは,以 下の

いずれかに該当する場合とする｡

①外来治療中,医 療機関,保 健所,薬 局等による直接服薬指

導が行われ,患 者がそれに協力すると予測される｡

②主治医と保健所による支援(日 本版DOTS)に より治療の

継続性が確保されると予測される｡

H.治 療後の経過観察等

標準治療を完了 した患者についてその後の観察等は原

則 として不要である｡た だし治療終了時,患 者には再発

の可能性 について十分説明 し,2週 間以上の咳 ・疲 ・発

熱などの症状があればすみやかに医療機関(で きれば主

治医)を 受診するように指導 し,医 師は胸部X線 検査 と

喀疾抗酸菌検査など必要な検査を行 う｡さ らに,定 期健

康診断が義務付けられている職種等の従事者,高 齢者に

は,定 期健診 を受診するように指導する｡

ただし,治 療の中断や副作用などのためやむなく不完

全な治療で終了した例,ま たはリファンピシン耐性,糖

尿病合併,免 疫不全状態等とくに再発の危険性が高い患

者については少 なくとも2年 間,胸 部X線 検査,喀 疾

検査などによる観察を行う｡
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